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電 力 自 由 化
ここが変だよ
電
力自由化を１９９０年代から進めてきた英国では、料金が
約２倍に跳ね上がった。料金の誤請求や低所得者への悪影響など、競争導入に伴うひずみも表面化している。　
自由化以前の英国には、イングラ
ンドおよびウェールズ地方に国有の発送電会社が１社と配 会社が
12
社、スコットランド地方に発電から配電まで手がける垂直統合型電力２社が存在した。
　
イングランドおよびウェールズで
は、発送電会社を火力発電２社と原子力発電１社に分割・民営化すると同時に、 「発送電分離」を通して競争を導入する大実験を行った。スコットランドの２社は部門別に
会計分離
をして、
垂直統合型のまま民営化し
た。小売り部門は
98年に全面自由化
に移行し、すべての需要家は供給先を自由に選択できる。　
しかし、自由化当初に存在した新
規参入業者は、
淘とうた
汰
・グループ化さ
れ、現在は「ビッグ６」と呼ばれる大手６社が
90％以上のシェアを占め
る寡占状態だ。自由化で参入者が育たなかった理由は、 二つ挙げられる。まず、電力は、携帯電話や航空のような需要増大があるわけで なく参入する魅力が小さかった また参入者の発電設備は小規模な風力が中心で、元国有企業を買収した外資系の大手企業に 量で劣った。　
自由化後に顧客を引きつけたの
は、電力とガスの同時契約 割引率が大きくなる「デュアル ・ フュエル」
というサービスだ。だが、全面自由化からの料金動向を検証すると、２００４年までの６年間は低下し その後一貫して上昇している。これは北海油田の減産によって英国が天然ガスの純輸入国となり、燃料費が高騰したからだ。小売料金に占める燃料費の割合が高く、小売り事業者は上流部門のコストを操作でき い。つまり、小売市場に参入者が出現し
ても、料金が簡単に低下するわけではない。
?
のように６社の料金に差
がないの 大きな特徴だ。
????????
　
料金で差別化を図れないため、各
社は多様なメニューで割安感をウリにする行動に走った。しかし、多様で比較しにくい料金設定が「困惑独占」 （コンフューゾポリー） にあたると競争政策当局 指摘し、是正を求めた。これは米国の作家スコット・アダムスが 「混乱させる独占」 （コンフューズド・モノポリー）という意味で使用した造語である。原著『ディルバート・フューチャー』 （
97年）
で、既にエネルギーや通信料金が批判の対象に挙げられていた。　
困惑独占が横行すると、契約先の
変更を妨げることになる。毎月全需要家の約
10％が動いている。変更率
は競争が機能しているかどうかの判断材料だが、変更回数が多ければ健全だとも言えない。利用者が頻繁に
大手６社の一般家庭向けの料金動向
（電力・ガスセットの年間料金）（ポンド）
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（出所）OFT,OFGEM and CMA（2014）,State of the Market Assessment,p.65.
セントリカ
エーオン
ＥＤＦエナジー
エヌパワー
スコティッシュパワー
スコティッシュ・アンド・サザン・エナジー
2004 05 06 07 08 09 10 11 12 13
英国
25年以上前に電力自由化を行った英国では、大手６社による
寡占状態となっている。
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動くのは、 サービスが貧弱だからだ。満足度が高ければ、利用者は契約を継続するだろう。　
困惑独占よりも悪質なのは、料金
の誤請求であ 。ビッグ６の一つエヌパワー社は、
15年末に２６００万
ポンド（約
42億７３００万円）という高
額の罰金を科せられた。社内に新しいＩＴシステムを導入したにもかかわらず、
13年８月〜
14年
12月に請求
ミスが続き、被害者は
50万人を超え
た。顧客からの算定根拠に関する問い合わせに、決められた日数内に対応しなかった点も電力事業者のライセンス違反とみなされた。自由化が過熱すると、変更に伴う事務作 が滞り、顧客が不利益を被ることになる。過去にさかのぼって法外な料金を請求することのな ように、英国では監視体制が強化されている。
　
また、 自由化以前から「フュエル ・
ポバティ （エネルギー困窮者） 」 という概念がある。所得に占める光熱費が
10％を超える家庭を意味するが、
自由化後の値上げで対象者が増加した。 これら 需要家を守るためには、福祉政策と組み合わせる必要がある。冬の暖房 欠かせないスコットランドでは、国と自治体は家屋の断熱工事やボイラー交換などを推奨
し、医療機関とも協力して凍死者が出ないように努めている。
????????
　
英国では、
23年に向かって原発が
寿命を迎え、
10年の設備容量
80ギガ㍗
のうち
4分の
1の
20ギガ
㍗を失う。
　
現在、フランス電力公社と中国企
業、日立製作所、東芝が参画する三つの新型炉計画があるが どれも着工には至っていない。発電量不足解消のために、 液化天然ガス（ＬＮＧ）基地が整備されているほか、国境を越えて電気を融通しあう国際連系線はフランス、アイルランド、オランダと既につながっているが、更にベルギー、 ノルウェー、 デンマークとも交渉している。安定供給 一国で実現するのではなく、最新技術を持つ企業や周辺国との協力関係を重視しながら、複数 オプションを駆使している姿勢は参考になる。　
電力自由化は市場メカニズムに基
づく大きな社会実験だが、経済学の教える完全競争か は程遠い結末を招いた。大胆なメスを入れてしまったために、事後処理には時間とコストを要する。日本でも原発の再稼働とその後の廃炉 地球温暖化ガスの排出抑制など、長期的視点から解決すべき課題を熟慮しながら電力改革を進めなければ らな
